様式第１６（第４０条関係）（第一面から第三面まで）

	認定申請書

申請年月日　 　　　2021年　7月　5日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）　　　ふぁんける
                              　一般事業主の氏名又は名称 株式会社ファンケル
（ふりがな）しまだ　かずゆき
                              （法人の場合）代表者の氏名　　 島田 和幸     
住所　〒231-8528
横浜市中区山下町89-1
法人番号　3020001000366　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	1 ファンケルグループ決算説明会（2020年4月1日～2021年3月31日）
2 ファンケルグループ決算説明会（2020年4月1日～2020年12月31日）
3 ファンケルグループ決算説明会（2020年4月1日～9月30日）

	公表日
	1 2021年5月10日
2 2021年1月28日
3 2020年11月4日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	1 下記資料19,23項https://www.fancl.jp/ir/library/finance_data/pdf/2103setsumeikai.pdf
2 下記資料29項https://www.fancl.jp/ir/library/finance_data/pdf/2012setsumeikai.pdf
3 下記資料29項
https://www.fancl.jp/ir/library/finance_data/pdf/2009setsumeikai.pdf

	記載内容抜粋
	1 新中期経営計画における７つの大方針の１つに、ファンケルらしいOMOの推進を掲げております。
2 2021年4月から始まる「新中期経営計画」において、ITを活用して「ファンケルらしいOMO」を推進し、お客様との絆づくりを深化させていくことを目指します。
3 ファンケルらしいOMOの推進に際し、お客様がモノ、サービスに触れて得られる「体験」や「経験」の最大化を通じ、「ファン化」を促進していきます。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	①2021年5月10日取締役会で承認
②2021年1月28日取締役会で承認
③2020年11月4日取締役会で承認



(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	1 ファンケルグループ決算説明会（2020年4月1日～2021年3月31日）
2 ファンケルグループ決算説明会（2020年4月1日～9月30日
3 ファンケルグループ決算説明会（2020年4月1日～6月30日）

	公表日
	1 2021年5月10日
2 2020年11月4日
3 2020年8月4日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	1 下記資料24項https://www.fancl.jp/ir/library/finance_data/pdf/2103setsumeikai.pdf
2 下記資料24項
https://www.fancl.jp/ir/library/finance_data/pdf/2009setsumeikai.pdf
3 下記資料22項
https://www.fancl.jp/ir/library/finance_data/pdf/2006setsumeikai.pdf

	記載内容抜粋
	1 通販チャネルと店舗チャネルそれぞれの強みを、ITを活用して融合させ、「オンラインカウンセリング」、「ライブコマース」、「オンラインイベント」などを開催し、デジタルを活用してお客様の体験価値を高めることに取り組んでまいります。また、2021年度は新たに「通販・店舗アプリの統合」、「スマホアプリのAI肌診断」、「来店前事前予約サービス」にも取り組み、ファンケルらしいOMOを推進してまいります。
2 「従業員インフルエンサーによるPR」、「オンラインイベント・セミナー」、「オンラインカウンセリング」、「ライブコマース」、「店舗アプリのEC化」、「問診アプリ」など、通販・直営店舗それぞれのチャネルがもつ特徴・強みを活かし、デジタルを起点とした新しいコミュニケーション・販売モデルを構築していきます。
3 直営店舗では、デジタルを活用したコミュニケーションとして、アプリ内のコンテンツで「美容・健康情報の発信」や、「ライブコマース」の展開に取り組んでいます。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	①2021年5月10日取締役会で承認
②2020年11月4日取締役会で承認
③2020年8月4日取締役会で承認



　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	1 組織改正および人事異動に関するお知らせ（2020年9月8日）1,3項https://www.fancl.jp/news/pdf/20200908_soshikikaiseioyobijinjiidou.pdf
2 組織改正および人事異動に関するお知らせ（2020年2月14日）6項
https://www.fancl.jp/news/pdf/20200214_soshikikaiseioyobijinnjiidou.pdf

	記載内容抜粋
	1 「ダイレクトマーケティング部」を「コミュニケーション部」に改称し、デジタルを活用したコミュニケーションを進化させて、お客様に寄り添ったサービスや鮮度の高い情報発信を強化してまいります。
2 ITシステムについては、グループIT本部情報システム部が中心となり開発を進めてまいります。



　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	1 ファンケルグループ決算説明会（2020年4月1日～2021年3月31日）資料25項
https://www.fancl.jp/ir/library/finance_data/pdf/2103setsumeikai.pdf
2 Kirin Investor Day 2020「ファンケルの成長戦略」資料9項
https://pdf.irpocket.com/C2503/vTQq/q03S/SLhm.pdf
3 ファンケルグループ決算説明会（2020年4月1日～6月30日）資料17項
https://www.fancl.jp/ir/library/finance_data/pdf/2006setsumeikai.pdf
4 ファンケルレポート2020　16項https://www.fancl.jp/sustainable/data/freport/2020/html5.html
5 ファンケルグループ決算説明会（2020年4月1日～2021年3月31日）資料44項
https://www.fancl.jp/ir/library/finance_data/pdf/2103setsumeikai.pdf

	記載内容抜粋
	1 ファンケルらしいOMOを推進するため、ITを活用してお客様をもっと深く知り、お客様お一人おひとりに最適なアプローチを行ってまいります。2022年春には新IT基幹システム「FIT3」をリリースし、お客様の購買に至るまでの行動情報や当社からのアプローチへの反応など「お客様を“理解するためのデータ”」を収集し、分析します。
2 独自開発したIT基幹システムをベースに、高い柔軟性、高スピード、低コストでお客様のニーズへきめ細やかな対応をします。
3 独自開発したIT基幹システムでは、マスタデータを統合管理基盤に集約しており、カスタマーセンター、ファンケルオンライン、直営店舗の各システムの連携により、リアルタイムな情報活用が可能となっています。
4 20年来使用してきた販売系基幹システムの再構築（汎用系からオープン系）に着手しました（2015年～2016年）。ECサイト、直営店舗管理システムの再構築と共に点在していた各種マスタデータの統合に着手しチャネルシームレスを実現しました（2017年～2018年）。統合管理されたマスタデータの活用を目的に、購買データだけでなく行動データを取得して活用するCRM力強化のプロジェクトを推進中です（2021年～2022年）。
5 設備投資として、ITシステムに約45億円投資します(期間:2021年～2023年)。



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	ファンケルグループ決算説明会（2020年4月1日～2021年3月31日）

	公表日
	2021年5月10日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	ファンケルグループ決算説明会（2020年4月1日～2021年3月31日）資料40,45項
https://www.fancl.jp/ir/library/finance_data/pdf/2103setsumeikai.pdf

	記載内容抜粋
	・DXを推進するためのIT基幹システム「FIT3」は2022年春に稼働させます。 
・2020年度から取締役会において通常の決議・報告事項とは別にテーマセッションを実施しており、「DX」についても中長期的なテーマとして進捗の確認や推進を行うなど活発に議論してまいります。



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	2021年1月4日


	発信方法
	ファンケル島田和幸社長年頭訓示 1,2項
https://www.fancl.jp/news/pdf/20210104_nentoukunji.pdf

	発信内容
	社長の島田が年頭訓示において、ファンケルの強みであるEC・D2C・DXのノウハウ・インフラを活用して「ファンケルらしいOMO」を推進し、お客様との絆づくりを深化させていくことを明示しています。



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	2021年4月頃　～　2021年5月頃

	実施内容
	経済産業省発表の「DX推進指標」を用いた課題把握を実施しています。



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	2016年　～　現在

	実施内容
	・2016年より外部セキュリティ会社が実施する「セキュリティリスク評価」による外部監査を実施しています。セキュリティ全体のリスク評価を実施した後、評価結果に基づき年間の重点項目を設定し、毎年その重点項目を中心に改善活動を行い、重点項目に絞った外部監査を行っています。重点項目の改善状況によりますが、セキュリティ全般の外部監査は概ね３年毎に実施をしています。（2021年はセキュリティ全般のリスク評価を実施する予定です）
・セキュリティ監査以外では、社長を委員長とし、取締役会出席メンバーを中心に構成した「内部統制委員会」を2006年に発足。委員会には４部会が設置されており、それぞれリスク管理方針を定め、リスクの評価、対応の決定をし、リスク管理体制の整備を行っています。サイバーセキュリティに関しては、「情報セキュリティ部会」がその役割を担っています。



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
1 (1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
2 (4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
3  (1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
4 (5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１６（第４０条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

